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知財金融とは

金融機関が、知恵や工夫を体現した知財に着目して

企業の事業競争力を理解した上で、事業や経営の支援を行うこと

経営資源に乏しい中小企業の事業競争力を理解するためには、経営資源そのものに着目し

た分析が有益であるという考え方がある。

中小企業の経営資源としては、ヒト・モノ・カネ・情報が潤沢でないという状況が一般的である

ため、最も重要で着目すべき経営資源は、技術、ノウハウ等の知恵や工夫といえる。

知財はそのような知恵や工夫を体現するものであることから、中小企業の事業競争力を理解

する上で知財に着目することは非常に有効である。

背景となる考え方

（金融機関と中小企業の関係から）

知財金融
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知財金融事業は、中小企業の事業の成長性可能性について、知財に着目して理解・評

価した上で、資金調達等が図られる仕組みを構築することを目的としています

中小企業

を取り巻く

課題

経営資源が

限られている

ヒト モノ

カネ 情報

中小企業として

•多くの中小企業が自力で企業戦略を

構築し、開示するまでには至っていない

金融機関として

•非財務情報の評価の必要性を感じて

いるが、 中小企業の資金調達に必ず

しも結びついていない状況

背景

競争力の源泉としての知財·無形資産の重要性が高まっている

✓ 「知財・無形資産の投資・活用戦略の開示及びガバナンスに

関するガイドラインVer.2.02」 2023年3月に策定

どのような形で知財・無形資産の投資・活用戦略を開示すれば、

投資家や金融機関から適切に評価されるかを示したもの

競争力の源泉となる知財・無形資産の投資・活用戦略の開示により、

企業価値を向上させる動きが活発化しようとしている

参考: 2023年6月9日「知的財産推進計画2023」1

仕組み構築

知財・無形資産

の投資・活用戦

略を見える化する

投資家や金融機

関から適切に評

価される

知財・無形資産

の投資・活用戦

略を実行し企業

の価値が向上す

る

更なる知財・無

形資産への投資

に向けた資金の

獲得につながる

1 2

4 3

✓企業価値担保権の創設等を内容とする「事業性融資の推進

等に関する法律」 が2026年5月25日に施行

事業の将来性に基づく融資のための新たな選択肢として期待されている

知財金融事業の目的



知財金融事業では、中小企業に対し、知財を活用した実行計画へ落し込む機会を提供
することで、金融機関との関係性強化及び企業価値向上を後押しします
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知財専門家等による

知財ビジネス報告書
の作成・提供を通して

支援を行う

知財に裏付けされた中小企

業の事業競争力（強み）

をわかりやすく可視化するた

めの機会を提供します

事業構想の
理解

実行計画の
理解

....

経営資源

アップデー
ト

適切な事業性評価
に基づく投融資等

設備投資、

研究開発の
促進

事業拡大
企業価値向上

知財に着目した
事業競争力の分析

中小企業の

成長サイクル

本事業における支援内容

中小企業の目指す姿の実

現に向けた、知財を活用し

た経営戦略の方向性を可

視化する機会を提供します

投融資等の支援実行の判断

に資する、具体的な事業実

行計画（将来CF等）を可

視化する機会を提供します

事業性評価融資等における金融機関の果たす役割



令和6年度から提供している「知財ビジネス報告書」では、中小企業の企業価値向上に向
けた経営戦略ストーリーを描くの作成支援により、中小企業および金融機関を支援しており
ます

支援チーム

事務局知財専門家等※

※弁理士、中小企業診断士等の専門家 金融機関中小企業

ヒアリング、調査・分析を通じた

知財ビジネス報告書の

作成・提供

As Is

自社の強み・知財分析

（知財・無形資産等）

To Be
将来の目指す姿

(経営戦略・方針)

企業価値向上に向けた
経営戦略ストーリー

知財ビジネス報告書の評価

知財ビジネス報告書の提示・開示
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知財ビジネス報告書

保有する知財に裏付け
された事業競争力

保有する知財
（強み）

知財を活用した経営戦
略の方向性

知財活用

による事業構想

目指す姿実現に向けた
解決すべき事業課題

知財に着目した

事業課題

事業計画遂行に向けた

実行プラン（投資計画
含む）

実行計画

金融機関からの投融資等に基づく中小企業の成長（企業価値向上）を

加速化させるための、金融機関と中小企業の関係性強化を支援する

知財ビジネス報告書の活用シーン

知財ビジネス報告書は、本業支援や将来的な資金調達や融資を目指し、金融機関と中
小企業の関係性強化に向けたコミュニケーションツールとしての活用が期待されます

金融機関の主な利用シーン

✓取引先の事業成長ポテン

シャルを客観的に把握し融

資を検討するための参考資
料として活用

✓融資稟議を通すための、詳

細の事業計画の作成のため
の参考資料として活用

事業性評価融資

本業支援

✓将来的な融資を見据えた、

取引先の事業構想を後押し

するためのビジネスマッチング

（販路紹介、協業先紹介

等）や支援機関紹介等の

支援検討のために参考資料
として活用

中小企業の主な利用シーン

✓事業促進に向けた投資のた

めの資金獲得に向けた金融

機関との対話の参考資料と
して活用

✓経営戦略実行支援を支援

機関等に申請・相談するため
の参考資料として活用

金融機関や支援機関との対話

今後の事業戦略検討

✓技術やノウハウなどの知的財

産を核とした事業の差別化

要素や課題、について棚卸し、

今後の経営改善や事業戦

略を検討するための参考資
料として活用



知財金融事業の情報発信のため、知財ビジネス報告書の公開を前提としています

公開の理由
中小企業、金融機関、弁理士等の専門家の皆様に、知財金融に意欲的に取り組んでいただくこと

を目的として、知財・無形資産の活用戦略を見える化（＝知財ビジネス報告書）し、広く情報発
信します。

活用の例 知財専門家
金融機関

中小企業

同業種・事業形態にお

ける事例の把握

中小企業の事業性評

価方法・専門家の把握
作成ポイントの理解
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事業の立ち上げ、成長、継続のあらゆる段階で、事業の計画を知財を起点として整理する
ことで、中小企業と金融機関の関係性強化に繋げることを目指します

9

新事業の

立ち上げ

事業の成長

事業の継続

中小企業の課題

◼ 新製品・サービス、

新事業の立ち上げ

に向けて経営戦

略・投資計画の方
針を整理したい

◼ 新規顧客獲得や

対象市場の拡大

等に向けた、経営

戦略・投資計画を
整理したい

◼ 事業環境変化等

により顕在化した

事業継続に向けた

課題のための経営

戦略・投資計画の
方針を整理したい

金融機関の課題

◼ 知財に裏付けされ

た新事業の成長可

能性を把握し、そ

の立ち上げを融資
等で支援したい

◼ 事業成長に必要

な競合優位性の

維持・拡大の根拠

を把握し、融資等

取引関係を強化し
たい

◼ 経営改善策を把

握し、企業再成長

の支援としての新た

な融資等の取引
関係を構築したい

タイプ 本事業の活用の一例

✓ 事例① ものづくりで培った知財を応用した新事業構想を整理

✓ 事例② 受託製造ノウハウを生かした製品開発ビジネスへの事業転換の
構想を整理

✓ 事例③ 独自の加工食品製造ノウハウに基づくブランド力強化のための知
財戦略を整理

✓ 事例④ DXソリューションの新規市場開拓に向けた参入障壁強化のため
の知財戦略を整理

✓ 事例⑤ 30年続く乳製品製造ノウハウを整理し、事業承継の指針を整
理

✓ 事例⑥ 非破壊検査装置の競合優位性を明確化し、事業環境変化に
対応可能な事業ポートフォリオの見直し案を整理

融資等のファイナンス支援に向けた対話に活用頂いております



今年度知財ビジネス報告書の基本構成

知財ビジネス報告書は、知的財産をどのように生み出してきたか、その知的財産を活用して
どのように企業価値向上に繋げていくかのストーリーが読み取れる構成を基本としております
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＃ 考え方 項目 概要 狙い

1

企
業
価
値
向
上
に
向
け
た
経
営
戦
略
ス
ト
ー
リ
ー

過去

～現在

企業概要

（As-Is）

事業概要・経営方針

知的財産（強み・壁）をいかにして生み

出し、事業に貢献してきたかについてストー

リー化

2 事業実績、安定性分析

3
強み・壁

事業の核となる

知的財産

（As-Is）

事業への貢献内容（製品サービス上の位置づけ等）

4 保有知財の分析・評価

5

現在

～将来

現状の

ビジネス状況

（As-Is）

事業環境分析（３C分析、SWOT分析等）
現状のビジネスにおける課題を分析する

6 現状の課題

7
知財を活用した

経営戦略策定

に向けて

（To-Be）

マーケットイン型での課題解決の方向性、事業目標
経営戦略策定に向けたイントロダクションを

提供する8 必要な経営戦略リスト、戦略検討に向けた検討論点

9
経営戦略の概要、ビジネスモデル（ビジネスモデルキャンバス等）、

資金調達ニーズの時期と規模の仮説

10

知財を活用した

経営戦略

（To-Be）

知財戦略（権利化方針、技術保護方針等）

ビジョンの実現に向けた計画やファイナンス

ニーズの時期/規模を明確化した経営戦略

のストーリー化

11 販売・市場開拓戦略（STP分析、マーケット開拓方針等）

12 量産化・生産性改善戦略（自動化・DX化等）

13 財務戦略（資金使途、必要金額、調達方法、時期等）

14
事業（実行）

計画（To-Be）

アクションプラン、数値計画、将来キャッシュフロー予測

15 事業計画におけるリスク事象の洗い出し・リカバリープラン

定性的な

経営戦略検討

定量的な

経営戦略検討



お申込みいただけるコースの概要

本年度より知財ビジネス報告書を３コースに分けて公募しますので、知財ビジネス報告書
作成の目的に応じてコース選択をしていただけますようお願いいたします

企業価値

担保権

設定調査

コース

将来キャッシュ
フローコース

基本コース

◼将来キャッシュフローコースの内容

に加え、事業計画における重要リ

スクやリスク発生時のリカバリープ

ラン案など企業価値担保権の設
定に資するかを検討します。

（本年度より新設）

◼知財の強みを明確化し、将来の

目指す姿に向け、定性的な経営

戦略ストーリーの方向性を整理し
ます。

（昨年度までの知財ビジネス報
告書と同等の内容）

◼基本コースの内容に加え、経営戦

略や経営戦略実行により予測さ

れる将来キャッシュフロー等を定
量的に可視化します。

（本年度より新設）

◼無担保融資に代わる（または新た

な選択肢となりうる）新たな融資

の形で取引先の支援検討に活用
できる

◼新たな取り組みを行っていることを
対外的にアピールできる

◼取引先の中小企業の強みと今後

の事業構想を明らかにし、将来的

な融資や本業支援に向けた関係
を強化できる

◼将来キャッシュフロー予測等の定

量的な情報を把握し、融資等の
支援検討に役立てることができる

◼自社の強みに基づく今後の事業

構想を再整理し、支援獲得に向

けた金融機関や支援機関との対
話に活用できる

◼保有知財の活用による収益・コス

ト削減等への寄与を、将来キャッ

シュフロー予測として定量的に示す

ことで、金融機関からの投融資獲
得に向けた対話に活用できる

◼知的財産に裏付けされた事業の

成長力やポテンシャルに基づく融
資獲得の準備ができる

コース コース概要
金融機関 中小企業

応募のメリット
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コースごとの知財ビジネス報告書の記載内容

基本コースとその他２コースでは経営戦略で定量的な内容が含まれるかが大きな違いであ
り、企業価値担保権設定調査コースではさらにリスク分析を深く実施いたします

No. 項目 狙い 基本コース
将来キャッシュフロ

ーコース

企業価値担保権

設定調査コース
記載例

1 企業概要

（As-Is）
知的財産（強み・壁）をいか

にして生み出し蓄積してきたか

についてストーリー化
〇 〇 〇

事業概要・経営方針

2 事業実績

3 事業の核となる

知的財産

（As-Is）

事業への貢献内容（製品サービス上の位置づけ等）

4 保有知財の分析・評価

5 現状の

ビジネス状況

（As-Is）

現状のビジネスにおける課題を

分析する 〇 〇 〇
事業環境分析（３C分析、SWOT分析等）

6 現状の課題

7

知財を活用した

経営戦略策定

に向けて

（To-Be）

経営戦略策定に向けたイント

ロダクションを提供する 〇 〇 〇

マーケットイン型での課題解決の方向性、事業目標

8 必要な経営戦略リスト、戦略検討に向けた検討論点

9
経営戦略の概要（ビジネスモデル（ビジネスモデルキャン

バス等）、資金調達ニーズの時期と規模の仮説）

10

知財を活用した

経営戦略

（To-Be）

ビジョンの実現に向けた計画

やファイナンスニーズの時期/規

模を明確化した経営戦略のス

トーリー化

△
要望に応じて

No.1~9の内容と調

整した上で一部記

載について検討

〇 〇
将来キャッシュフロー

コースよりもリスク分

析を深く実施

知財戦略（権利化方針、技術保護方針等）

11
販売・市場開拓戦略（STP分析、マーケット開拓方針

等）

12 量産化・生産性改善戦略（自動化・DX化等）

13 財務戦略（資金使途、必要金額、調達方法、時期等）

14
事業（実行）

計画（To-Be）

アクションプラン、数値計画、将来キャッシュフロー予測

15 事業計画におけるリスク事象の洗い出し・リカバリープラン

定性的な

経営戦略検討

定量的な

経営戦略検討
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令和７年度における事例

～新事業の立ち上げ①～

事業概要
レーザー加工機、光学分野など、多分野においてジャバラの製造・販売を行う。レーザー加工機では国内シェア
の90％を獲得するなどの実績を持つ。ジャバラの実績を活用した消耗品ビジネスである放電加工機用フィル
ターの新規事業の立ち上げを検討中。

知財ビジネス報告書の概要

13

知財ビジ

ネス報告

書の記載
概要

金融機関
からの

評価

As is（ビジネスの現状）では、消耗品ビジネスである放電
加工機用フィルターの新規事業の立ち上げ・拡大に際し、長

年培ってきたジャバラ製造ノウハウの強みを明確化・整理した。

To be（あるべき姿）では、これまで培ってきたノウハウを強み
としたコトづくり発想での新規事業展開に向け、開発・生

産・知財戦略を中心とする経営戦略と事業推進に必要な

投資額を踏まえ、中長期的な将来キャッシュフロー計画およ

び投資回収計画を取りまとめた。

今回の作成した知財ビジネス報告書は、数値計画、キャッ

シュフロー予測を含む事業計画が記載されており、達成度合

のモニタリングを伴走していくことで、適切なタイミングでの支

援を講じることが可能になると評価を受けている。

また、知財戦略を中心とした計画の具体化について、INPIT
知財総合支援窓口を活用した検討も進んでいる。

知財ビジネス報告書の記載例

知財を起点としたコトづくり発想で新事業構想を可視化し、
ファイナンス支援獲得の道筋を描く！



令和７年度における事例

～新事業の立ち上げ②～

事業概要
検査装置向けレンズや光ファイバー用レンズを中心に、光学部品の設計・製造・販売・加工および理科学機
器の製造・販売を手がけ、受託製造を主軸としつつ製品開発ビジネスの立ち上げを検討している。

知財ビジネス報告書の概要

14

知財ビジ

ネス報告

書の記載
概要

金融機関
からの

評価

As is （ビジネスの現状）では、レーザーガラス切断・穴あけ
装置の新事業である製品開発ビジネス立ち上げにあたって、

光学レンズ・プリズム精密加工で培った超精密研磨技術を

活用した光学部品の受託設計・加工ノウハウの強みを明確

化・整理した。

To be（あるべき姿）では、既存事業で磨き上げたモノづくり
ノウハウを武器に新事業である製品開発ビジネスを推進する

べく、社内の知財管理体制整備などの知財戦略を中核と

した経営戦略の実行計画について取りまとめた。

事業者のビジネスモデルや強みがまとまっており、本報告書を

基にした事業者との継続した対話が可能になり、事業拡大

に向けたビジネスマッチング等の支援を検討できるとの評価を

受けている。また、特許出願をはじめとする知財戦略の具体

化について、INPIT 加速的支援等の後継支援への連携も検
討が進んでいる。

知財ビジネス報告書の記載例

受託製造で培ったモノづくりノウハウを生かした製品開発ビ
ジネスの立ち上げ計画を具体化！



令和７年度における事例

～事業の成長③～

事業概要
半生食感の柔らかさを特徴とするドライフルーツの製造・販売を行い、地元スーパーや大手小売チェーン向け
OEM を主力として、更なる販路拡大に向け事業を展開している。

知財ビジネス報告書の概要

15

知財ビジ

ネス報告

書の記載
概要

金融機関
からの

評価

As is（ビジネスの現状）では、今後のさらなる販路拡大を
見据え、半生食感の柔らかさを特徴とする当社独自のドラ

イフルーツの製造ノウハウ、全国の原材料生産者とのネット

ワーク、熟練従業員の加工技術など、当社が有する知財の

強みを多面的に整理した。

To be（あるべき姿）では、これまで培ってきた製造ノウハウを
核にブランド力を高め、さらなる販路拡大と事業成長を目指

すために、自社ブランドの発信力強化や新ブランド導入を中

心とした知財戦略を軸に、今後の経営戦略を取りまとめた。

今回の知財ビジネス報告書の作成を通じて、新展開に伴う

設備投資が発生する場合には与信利用が十分に見込まれ

る関係性が当社との間で構築されたものと感じるとの評価を

受けている。

知財ビジネス報告書の記載例

独自の加工食品製造ノウハウを言語化してブランド力を強
化し、資金調達の実現性を向上！



令和７年度における事例

～事業の成長④～

事業概要
SNS・二次元バーコードを利用した入店認証を特徴とし、低コストで小売店舗の無人・有人営業を自由に組
み合わせることができる「デジテールストア」サービスを展開している。

知財ビジネス報告書の概要

16

知財ビジ

ネス報告

書の記載
概要

金融機関
からの

評価

As is（ビジネスの現状）では、書店を中心とした事業実績
を支えてきた要因として、低コストを実現するSNS 連携の入
店認証システム、セルフレジ等の店舗無人化技術、顧客管

理Web アプリなどのソフトウェア設計ノウハウといった知財の
強みを整理した。

To be（あるべき姿）では、スーパーなど他業界への事業展
開とさらなる成長に向けた資金調達を見据え、当社の強み

を最大限に活かせる業種・企業へのアプローチ策の検討など、

販売・市場開拓戦略を中心に経営戦略を取りまとめた。

開発計画に基づく将来CF を含めた事業計画への落とし込
み、今後の事業拡大プランが明確になったことで、事業計画

の進捗を確認しながら融資等の支援の検討に活用できると

金融機関からの評価を受けている。

知財ビジネス報告書の記載例

自社の知財の参入障壁を示し、新規市場開拓に向けた
資金調達へ近づける！



令和７年度における事例

～事業の継続⑤～

事業概要
30 年間に渡って、北海道中標津町にて独自の素材の味を生かした無添加の飲むヨーグルトを中心に乳製品
の販売を行う。

知財ビジネス報告書の概要

17

知財ビジ

ネス報告

書の記載
概要

金融機関
からの

評価

As is（ビジネスの現状）では、北海道・根釧地域で採れた
生乳を短期間で使用し、気候に応じて製品の味を調整でき

る製造ノウハウを軸とした知財の強みを整理した。

To be（あるべき姿）では、営業利益率の改善を糸口に事
業承継に備えるため、主力商品の売上比率や販売チャネル

の分析などの経営分析の実施、製造ノウハウの社内共有

化といった知財戦略を検討し、複数のシナリオを想定した将

来キャッシュフロー予測を中心とする数値計画と併せて取り

まとめた。

知財ビジネス報告書は、企業の実績、現状課題、ならびに

課題解決に向けて内容が整理されているので事業性評価

やコミュニケーションに活用できるとの評価を受けている。

知財ビジネス報告書の記載例

30 年続く乳製品製造ノウハウを整理し、事業承継への指
針を示す！



令和７年度における事例

～事業の継続⑥～

事業概要
石油化学プラント等の重化学工業会社に対し、非接触で腐食減肉調査を可能とする3D スキャナーの開発と
販売、および計測受託事業を行っている。

知財ビジネス報告書の概要

18

知財ビジ

ネス報告

書の記載
概要

金融機関
からの

評価

As is（ビジネスの現状）では、対象物が理想的な幾何学
形状でなくても解析可能な当社の独自のノウハウにより、非

破壊検査分野で高い顧客満足度の獲得に貢献している点

について、市場における競合との比較を通じて知財の強み、

優位性を明確化した。

To be（あるべき姿）では、事業環境変化の影響による利
益率悪化に対応するため、当社の技術的な強みを軸に、財

務状況の可視化と併せて、事業ポートフォリオの見直し策を

取りまとめた。

当社のような専門技術を提供する企業の事業内容をより

深く理解でき、ビジネスマッチングにおける参考資料をはじめ

とする事業性評価の一部として活用できるとの評価を受け

ている。

知財ビジネス報告書の記載例

知財に基づく自社製品の競合優位性を明確化し、事業
ポートフォリオの見直しを図る！



知財金融事業

知財金融について

知財金融の目的、背景、知財ビジネス報告書について1

2 知財金融事業に応募いただきたい方

対象となる中小企業、金融機関について

4

支援の流れ

支援の流れ、応募者の実施事項3
公募要領

採択概要、公募スケジュール

5 よくある質問
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2026年に企業価値担保権が創設され、事業性融資が大きく変わるため、知財金融の取
組を通じてご準備いただきたいと思います

20

企業価値担保権の創設により、これまで担保とすることが難しかった在庫や売掛金、そして

技術・ノウハウ・ブランドといった知的財産まで含めた「事業そのもの」を一体として担保とす
ることができるようになりました

本事業は「目に見えない価値（知的財産）」を可視化し、事業性評価に繋げる取組であ

り、本事業の活用は、企業価値担保権も含めた融資判断の精度を高める強力な武器と

なります

✓ 自社の強みである技術・ノウハウ・ブランドを「知財」として知財専門家と共に整理し、「知
財を核とした事業の価値の見える化」をしたい企業の皆様

✓ 事業性評価に向けて「知財の目利き力」、「中小企業との関わり方」等の知見を蓄積し
たい金融機関の皆様

ぜひ知財金融事業にご参加ください！



なお、本事業での秘密保持体制へのご同意及び、作成した知財ビジネス報告書の公開に
理解をいただいた上でご応募いただきたく思います

21

概要 同意の表明方法

秘密保持体制に関
して

事業の運営にあたって、事務局は特許庁及び弁理士をはじめと

する専門家の間で秘密保持契約に相当する契約を締結してお
ります。

◼ 応募書類のチェックリスト

◼ ヒアリング時の確認

知財ビジネス報告
書の公開に関して

知財ビジネス報告書は可能な範囲で知財金融ポータルサイトに

て公開させていただきたいと考えております。ただし、財務情報や

営業秘密、生産ノウハウなど、非公開情報に関しては、事務局、

支援対象企業・金融機関、専門家と相談の上、一部公開範囲
を検討させていただきます。



知財金融事業
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✓応募書類(知財金融ポータルに掲載)を記入後、事務局へ提出いただきます

✓事務局にて採択事業者を選定します(書類選考+ヒアリングの予定)

✓企業の業種や課題などを踏まえて、知財ビジネス報告書を作成する弁理士

をはじめとする専門家を事務局が選定します

✓専門家による対象企業/金融機関へのヒアリング、対象企業の知財・財務
情報、市場調査・分析等を通じて、知財ビジネス報告書の作成支援を行い

ます

✓作成した知財ビジネス報告書を金融機関に共有します

✓事務局から提示されるフォーマットに従い、報告書の評価を実施いただきます

✓知財ビジネス報告書、評価の結果を中小企業の皆様へ提供いたします

✓作成した知財ビジネス報告書の中から一般公開できない箇所をマスキングし

、知財金融ポータルに掲載いたします

作成された知財ビジネス報告書の内容をもとにした金融機関による評価、及び知財ビジネ
ス報告書の公開を行います

応募～採択

知財ビジネス
報告書の作成

知財ビジネス

報告書の内容
に基づく評価

知財ビジネス
報告書の公開

23



本事業にあたっては、ヒアリングのご協力、金融機関による知財ビジネス報告書の評価を実
施していただく必要があります

中小企業様が実施すること

✓金融機関様に応募の連絡

✓金融機関様と知財ビジネス報告
書の評価実施の合意

✓専門家によるヒアリングへの協力(
複数回実施)

✓(可能な範囲で)知財、財務に関
する情報の提供

―

金融機関様が実施すること

✓中小企業様に応募の連絡

✓中小企業様と知財ビジネス報告

書作成に係るヒアリング協力の

合意

✓専門家による中小企業様へのヒ
アリングに同席

※知財ビジネス評価書において対応い
ただいていた基礎項目編の作成は不要

✓納品された知財ビジネス報告書

の内容に基づく評価の実施

（評価内容は次頁参照）

応募～採択

知財ビジネス
報告書の作成

知財ビジネス

報告書の内容
に基づく評価

知財ビジネス
報告書の公開 ✓一般公開できない箇所の指定

✓一般公開できない箇所の確認

(基本的には中小企業様が公開
できない箇所を指定する想定で

す)

24



「知財ビジネス報告書」及び

本事業全般に関する評価に関する内容

◼事務局が、本事業の今後のあり方や改善策を検討する上で

活用したい情報を得る

企業の知財に関する評価及び

将来のビジネス展開に係る実行性向上策に関する内容

◼応募企業が、金融機関の企業に対する評価の観点を認識

し、金融機関からの支援も踏まえた、今後の事業活動の参

考とする

◼ 「知財ビジネス報告書」の内容は実現性があると感じるか

◼将来的なビジネス戦略の実現時における財務インパクトは可

視化され、理解が深まる内容であったか

◼知財専門家とのマッチングについて、金融機関や企業のニーズ

に合致していたか

◼金融機関として、投融資等のファイナンス支援や本業支援に

関するビジョンが見えたか

◼知財ビジネス報告書を通じて認識した、応募企業の知財に

関する強み・課題

◼将来的なビジネス展開の実行性を高めるために、金融機関

等がサポートできること

◼知財ビジネス報告書は、事業性評価や本業支援、企業との

コミュニケーション等に活用できそうな内容か

◼応募企業へは共有しない（事務局にのみ提出する）◼応募企業にも共有される

金融機関による評価の目的

主な評価項目（案）

第１章 第２章

応募企業に対する評価結果の開示要否

金融機関による評価は知財ビジネス報告書を通じた中小企業への理解や支援の方向性
について、コメントをいただきます

25



知財金融事業
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知財活用により、伸び悩みや事業強化、承継問題への対応を検討される中小企業を顧
客とする金融機関、並びに中小企業ご自身は、ぜひ本事業への応募をご検討ください

令和８年６月１日（月）～令和８年８月３１日（月）

※応募状況に合わせて早期募集締め切りまたは募集延長の可能性あり
※１か月あたり１金融機関から２件までの応募とさせていただきます

公募期間

基本コース：35件

将来キャッシュフローコース：3件程度

企業価値担保権設定調査コース：2件程度

計40件(※将来キャッシュフローコースと企業価値担保権設定調査コースを合わせて5件
程度)

採択予定件数

✓中小企業への融資等を行っている金融機関(その他金融機関は応相談)
• 地方銀行

• 第二地方銀行

• 信用金庫

• 信用組合

• 信用保証協会

• 政府系金融機関

✓中小企業

• 事業上の強み（知財・無形資産）を金融機関等のステークホルダーとの関係

強化や資金調達に役立てたい中小企業

応募主体の要件

✓無料費用

27



知財ビジネス報告書は選定企業から順次作成し、作成開始から2～3か月で納品をする想
定です

6月 7月 8月 9月

公募期間

知財ビジネス報告書作成

（選定決定企業から順次着手）

10月 11月 12月 1月

知財ビジネス報告書納品

（着手から3か月程度を想定）

金融機関による

知財ビジネス報告書の評価

専門家マッチング

28

審査

（応募企業から順次審査いたします）



各コースで一度不採択となった場合でも、再応募または、別コースでの採択も可能です

29

基本コース応募

将来キャッシュ

フローコース応募

基本コースの

審査通過
基本コースとして採択

将来キャッシュフ

ローコースの審査
通過

No

Yes

No

Yes

企業価値担保

権設定支援の
審査通過

将来キャッシュフローコー
スとして採択

企業価値担保権設定

支援案件として採択

No

Yes

35件程度

3件程度

2件程度

審査結果のFBを基に、応募書類
を修正していただき、再応募してい
ただくことも可能です

将来キャッシュフローコースで不採択となった

場合でも基本コースの要件を満たすかどう
かで、基本コースとして採択かを決定する

企業価値担保

権設定調査コー
ス応募

企業価値担保権設定調査コースで不採

択となった場合でも将来キャッシュフローコー

スの要件を満たすかどうかで、将来キャッ
シュフローコースとして採択かを決定する

審査内容については公募要領に詳細を記載していますので、ご確認の上、ご応募ください



知財金融事業

知財金融について

知財金融の目的、背景、知財ビジネス報告書について1

2 知財金融事業に応募いただきたい方

対象となる中小企業、金融機関について

4

支援の流れ

支援の流れ、応募者の実施事項3
公募要領

採択概要、公募スケジュール

5 よくある質問
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Q&A※本資料は説明会終了後にお送りの上、HPにも掲載いたします

✓応募頂けますが、知的財産権以外の知財（ノウハウ等）の事業との

関連を応募書類にご記入ください。
※営業秘密に係る詳細な内容まで記載いただく必要はありません。

対象企業が知的財産権を保有してない

場合でも応募可能か

✓事務局による審査は、主に事業趣旨との適合度を判断するために実

施しており、例年高い採択率となっています。
採択率はどれくらいか

✓知財金融の取り組みを中小企業や金融機関に広げるためにも公開に

理解を頂く企業を優先的に採択させて頂きます。
※営業秘密に係る情報以外（事業の提供価値等）を可能な範囲で公開頂くことを想定して
おります。作成の際にも専門家や事務局と協議しながら公開を見据えた報告書を作成します。

報告書の内容を一切公開したくない場合

でも応募は可能か

✓対象とする企業の業種や経営課題、金融機関の支援目的などに応じ

て弁理士や中小企業診断士等のマッチングを行います。
知財専門家はどのように選定されるか

✓1か月あたり2件まで応募いただけます。金融機関として複数件の応募は可能か

✓応募頂けます。
※企業の経営課題・金融機関の支援目的が事業趣旨と合致する場合のみ、採択の方針となり
ます。

過去の特許庁事業で知財ビジネス評価

書・報告書を作成した企業は応募可能か
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✓基本コースは平均して4,5回のヒアリングを経て知財ビジネス報告書を作
成しますが、将来キャッシュフローコース、企業価値担保権設定調査コー

スは最大8回のヒアリングにて定量的な経営戦略を検討します。
各コースの作成プロセスの違いはあるか



• ご質問は、Teamsの「チャット機能」、又は「リアクション機能

の挙手」にてお願いいたします

• 事務局から発言を許可しますので、ご発言の際は、マイクの

ミュートをお外し下さい

• 本説明会にてご回答できないご質問へは、

後日、参加者全員に対して回答を送付する予定です
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